
防災推進国民会議

議員：各界各層の団体の有識者

　　 （＝団体の長）から構成

　　　議長・副議長は互選

役割：防災に関する普及啓発活動

中央防災会議 

会長：内閣総理大臣

委員：防災担当大臣他国務大臣

　　　指定公共機関の代表者

　　　学識経験者

役割：防災基本計画の作成、防災

　　　に関する重要事項の審議

33

■発　行　日

■発　行　所

■編集発行人

〒105―0001　東京都港区虎ノ門２―９―16（日本消防会館内）

TEL　03（3591）7123　　FAX　03（3591）7130

URL　http://www.n-bouka.or.jp

平成 27 年 12 月 15 日

一般財団法人日本防火・防災協会

佐野　忠史

■ 編 集 協 力 近代消防社
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　地震や台風などの災害時に停電はつきものである。したがって非常用電源が必要になる。ところが、そ

の非常用電源がいざという時、使えない、役に立たない、そんな事例が少なくない。浸水で地下に置いた

非常用電源装置が動かなくなった、燃料パイプが地震で切断されてしまった、タコ足配線で容量オーバー

になってしまった、といった話をこれまでに何度も聞いた。

　電気がなければ現代の社会は機能しない。災害対策にも大きな支障が出る。このたびの非常用電源の確

保に関する消防庁の緊急調査に応え、自治体の非常用電源のチェックと整備が進むことを期待している。

【編集後記】「非常用電源」

◆図表１　防災推進国民会議と中央防災会議の関係について

 

 

依頼

日本経済団体連合会、経済同友会、日本商工会議所 
日本労働組合総連合会、日本青年会議所

全国知事会、全国市長会、全国町村会、全国都道府県議会議長会、
全国市議会議長会、全国町村議会議長会

日本 PTA 全国協議会、全国子ども会連合会、全国連合小学校長会、全日本中学校長会、
全国高等学校長協会、全国都道府県教育委員会連合会、全国市町村教育委員会連合会、
国立大学協会、日本私立大学団体連合会、公立大学協会

日本学術会議、防災学術連携体

日本放送協会、日本民間放送連盟、日本新聞協会、日本雑誌協会

日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会

全国社会福祉協議会

日本消防協会、全国消防長会、日本防火・防災協会

日本障害フォーラム（ＪＤＦ）

全国地域婦人団体連絡協議会

日本赤十字社、日本財団、日本生活協同組合連合会

学 術 界

メ デ ィ ア

医 療 関 係

福 祉 関 係

消 防 関 係

障 害 者 団 体

女 性 団 体

上 記 以 外

地 方 六 団 体

経済界・労働組合

教 育 界

◆図表２　構成団体について （順不同）

協力・連携




